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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長尺部材（２０）を被取付部材（３０）に固定するためのクランプであって、
　前記長尺部材が接触し、前記長尺部材に押されて弾性変形する変形保持部（１４）と、
　前記変形保持部が弾性変形によって変位する側に設けられ、前記変形保持部が弾性変形
して変位する方向における剛性が前記変形保持部よりも高い固定保持部（１５）とを備え
、
　前記固定保持部は、前記変形保持部の弾性変形を制限するようになっており、
　前記固定保持部には、前記変形保持部と接触する部位に他の部位よりも剛性が低い低剛
性部（１６）が設けられており、
　前記固定保持部は、１つの前記変形保持部に対して複数設けられているクランプ。
【請求項２】
　前記変形保持部は板状であり、前記変形保持部の板面は前記長尺部材の長手方向に沿っ
て配置されており、
　前記長尺部材の側面が前記変形保持部の板面に接触することで、前記変形保持部が弾性
変形する請求項１に記載のクランプ。
【請求項３】
　前記固定保持部は板状であり、前記固定保持部の板面は前記長尺部材の長手方向と交わ
るように配置されている請求項１または２に記載のクランプ。
【請求項４】
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　前記長尺部材が前記被取付部材に固定された状態で前記長尺部材を収容する収容部（１
３）を備え、
　前記変形保持部および前記固定保持部は、前記収容部に設けられており、
　前記固定保持部における前記変形保持部に対向する側の反対側は、前記収容部の壁面に
接している請求項１ないし３のいずれか１つに記載のクランプ。
【請求項５】
　前記低剛性部は、弾性変形した前記変形保持部によって押されることで塑性変形する請
求項１ないし４のいずれか１つに記載のクランプ。
【請求項６】
　前記低剛性部は、前記長尺部材の長手方向の寸法が前記変形保持部に向かって小さくな
っている請求項１ないし５のいずれか１つに記載のクランプ。
【請求項７】
　前記低剛性部は、前記変形保持部に対向する部位が２つの面が交わる角部となっている
請求項６に記載のクランプ。
【請求項８】
　弾性変形により変位した前記変形保持部の板面は、弾性変形していない前記変形保持部
の板面に対して傾斜し、
　前記低剛性部における前記変形保持部に接触する部位は、弾性変形により変位した前記
変形保持部の板面が当接するように設けられている請求項１ないし７のいずれか１つに記
載のクランプ。
【請求項９】
　前記変形保持部および前記固定保持部は、前記長尺部材を挟んで対称位置に２組設けら
れている請求項１ないし８のいずれか１つに記載のクランプ。
【請求項１０】
　前記固定保持部は、前記変形保持部における前記長尺部材の長手方向の両端部に対応す
る位置に設けられている請求項１ないし９のいずれか１つに記載のクランプ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、長尺部材を固定するクランプに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１～３では、樹脂材料の弾性変形を利用して棒体や管体等の長尺部材を固定す
るクランプが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２３２０６３号公報
【特許文献２】特開２００８－２２４００３号公報
【特許文献３】特開２０１７－１０９６７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、樹脂材料の弾性変形を利用するクランプは、固定対象である長尺部材の
直径バラツキに対する追従性が低い。具体的には、長尺部材の直径が小さいと保持力が小
さくなり、直径が大きいと樹脂材料が塑性変形して保持力が低下する。
【０００５】
　また、樹脂材料の弾性変形を利用するクランプでは、長期間の使用によってクリープ変
形し、保持力が徐々に低下する。
【０００６】
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　本発明は上記点に鑑み、固定対象である長尺部材の寸法バラツキに対応可能とし、さら
に保持力低下を抑制することが可能なクランプを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、請求項１に記載の発明では、長尺部材（２０）を被取付部材
（３０）に固定するためのクランプにおいて、長尺部材が接触し、長尺部材に押されて弾
性変形する変形保持部（１４）と、変形保持部が弾性変形によって変位する側に設けられ
、変形保持部が弾性変形して変位する方向における剛性が変形保持部よりも高い固定保持
部（１５）とを設ける。固定保持部は、変形保持部の弾性変形を制限する。固定保持部に
は、変形保持部と接触する部位に他の部位よりも剛性が低い低剛性部（１６）が設けられ
ており、固定保持部は、１つの前記変形保持部に対して複数設けられている。
【０００８】
　本発明によれば、長尺部材が接触して弾性変形する変形保持部を固定保持部で支持する
。そして、低剛性部の変形によって、長尺部材の寸法バラツキを吸収可能となり、長尺部
材を確実に保持することが可能となる。
【０００９】
　また、本発明によれば、変形保持部は剛性が高い固定保持部によって支持されているた
め、変形保持部が塑性変形やクリープ変形したしても、変形保持部による長尺部材の保持
力が低下することを抑制できる。
【００１０】
　なお、上記各構成要素の括弧内の符号は、後述する実施形態に記載の具体的手段との対
応関係を示すものである。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態のクランプ、長尺部材、被取付部材の斜視図である。
【図２】クランプの平面図である。
【図３】クランプの底面図である。
【図４】図２、図３のＩＶ－ＩＶ断面図である。
【図５】長尺部材がクランプで固定される前の状態を示す図である。
【図６】長尺部材がクランプで固定された状態を示す図である。
【図７】図６における変形保持部、固定保持部、低剛性部を拡大した図である。
【図８】長尺部材の直径が大きい場合の変形保持部、固定保持部、低剛性部を拡大した図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施形態について図面に基づいて説明する。本実施形態では、クランプ
を車両用空調装置に適用している。なお、図１、図４～図８では、紙面の手前側と奥側を
結ぶ方向が長尺部材２０の長手方向であり、図２、図３では、紙面の上下方向が長尺部材
２０の長手方向である。
【００１３】
　図１に示すように、本実施形態のクランプ１０は、長尺部材２０を被取付部材３０に取
り付けるために用いられる。長尺部材２０は、棒体や管体等の細長い長尺物であり、例え
ば車両用空調装置の配管を用いることができる。本実施形態の長尺部材２０は、断面が円
形となっている。被取付部材３０は、長尺部材２０が取り付けられる部材であり、例えば
車両用空調装置の構成機器を収納する空調ケースを用いることができる。
【００１４】
　クランプ１０は、例えばポリプロピレンといった合成樹脂によって構成されている。ク
ランプ１０は、金型を用いた樹脂成型によって製造することができる。図１の上下方向を
型抜き方向とすることができる。
【００１５】
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　クランプ１０は、本体部１１を備えている。本体部１１には、係合部１２と収容部１３
が設けられている。
【００１６】
　係合部１２は、クランプ１０を被取付部材３０に固定するため部位であり、被取付部材
３０の図示しない係合部に引っかかるように形成されている。収容部１３は、一端側が開
放したコの字状あるいはＵ字形状に形成されており、長尺部材２０を収容するための空間
を構成している。収容部１３には、長尺部材２０の長手方向における一部分が収容される
。
【００１７】
　収容部１３には、変形保持部１４および固定保持部１５が設けられている。変形保持部
１４および固定保持部１５は、被取付部材３０に固定される長尺部材２０を保持するため
に用いられる。
【００１８】
　図５、図６に示すように、本実施形態では、変形保持部１４および固定保持部１５が１
つの長尺部材２０を中心にして２組設けられている。つまり、１つの長尺部材２０に対し
て変形保持部１４と固定保持部１５が２組設けられている。２組の変形保持部１４と固定
保持部１５は、長尺部材２０を挟んで対称位置に配置されている。
【００１９】
　変形保持部１４は、収容部１３の板面から突出するように設けられている。変形保持部
１４は、長尺部材２０が挿入される方向に向かって突出している。
【００２０】
　図３に示すように、変形保持部１４は板状に形成されている。変形保持部１４の板面は
、長尺部材２０の長手方向に沿って配置されている。本実施形態では、変形保持部１４の
板面は、長尺部材２０の長手方向に平行となっている。
【００２１】
　図５に示すように、本実施形態では、１つの長尺部材２０に対して一対の変形保持部１
４が設けられている。一対の変形保持部１４は、それぞれの板面が平行となるように配置
されている。一対の変形保持部１４の間隔は、長尺部材２０の直径より短くなっている。
変形保持部１４は、収容部１３に挿入された長尺部材２０が接触する。変形保持部１４の
板面は、収容部１３に挿入された長尺部材２０の側面と接触可能となっている。一対の変
形保持部１４によって長尺部材２０が挟み込まれる。
【００２２】
　図６に示すように、変形保持部１４は、長尺部材２０に押されることで弾性変形し、先
端が外側に広がるように変位する。一対の変形保持部１４は、弾性変形によって、互いの
先端が離れる方向に変位する。
【００２３】
　図３、図４に示すように、固定保持部１５は、変形保持部１４に近接して設けられてい
る。変形保持部１４と固定保持部１５との間には、所定の隙間が設けられている。固定保
持部１５は、弾性変形していない状態の変形保持部１４と平行に設けられている。
【００２４】
　固定保持部１５は、一対の変形保持部１４の外側に配置されている。固定保持部１５は
、長尺部材２０によって押された変形保持部１４が弾性変形によって変位する側に設けら
れている。弾性変形した変形保持部１４は、固定保持部１５に接触する。
【００２５】
　本実施形態では、１つの変形保持部１４に対して複数の固定保持部１５が設けられてい
る。図３に示す例では、１つの変形保持部１４に対して２つの固定保持部１５が設けられ
ている。２つの固定保持部１５は、長尺部材２０の長手方向において、変形保持部１４の
両端部に対応する位置に設けられている。
【００２６】
　固定保持部１５は剛体であり、変形保持部１４よりも剛性が高い。固定保持部１５は、
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変形保持部１４が弾性変形して変位する方向、つまり長尺部材２０の長手方向と交わる方
向における剛性が変形保持部１４よりも高くなっている。
【００２７】
　図３に示すように、固定保持部１５の板面は、長尺部材２０の長手方向と交わる方向に
配置されている。これにより、長尺部材２０の直径方向における剛性を高くすることがで
きる。本実施形態では、固定保持部１５の板面は、長尺部材２０の長手方向と直交する方
向に配置されている。
【００２８】
　また、固定保持部１５における変形保持部１４に対向する側の反対側は、収容部１３の
壁面と接している。これによっても、固定保持部１５の長尺部材２０の直径方向における
剛性を高くすることができる。
【００２９】
　固定保持部１５は、弾性変形した変形保持部１４が接触した際に、弾性変形量がゼロで
あるか、あるいは変形保持部１４よりも弾性変形量が小さくなっている。固定保持部１５
は、弾性変形した変形保持部１４を支持し、変形保持部１４の弾性変形を制限する。
【００３０】
　図３、図４に示すように、固定保持部１５には、変形保持部１４と対向する部位に低剛
性部１６が設けられている。低剛性部１６は、固定保持部１５において、弾性変形した変
形保持部１４が接触する部位に設けられている。固定保持部１５には、弾性変形した変形
保持部１４の先端側が接触する。このため、低剛性部１６は、固定保持部１５の先端側に
設けられている。
【００３１】
　図３に示すように、低剛性部１６は、変形保持部１４に対向する部位がクサビ形状ある
いは断面Ｖ字形状に形成されている。低剛性部１６は、固定保持部１５における他の部位
より剛性が低くなっている。低剛性部１６は、変形保持部１４の板面から受ける面圧によ
って塑性変形する。
【００３２】
　低剛性部１６は、変形保持部１４に向かって長尺部材２０の長手方向の寸法が小さくな
っている。低剛性部１６における変形保持部１４に対向する部位は、２つの面が交わる角
部となっており、長尺部材２０との接触面積が小さくなっている。本実施形態では、低剛
性部１６における変形保持部１４に対向する角部は鋭角になっている。
【００３３】
　弾性変形により変位した変形保持部１４の板面（図６参照）は、弾性変形していない変
形保持部１４の板面（図５参照）に対して傾斜している。低剛性部１６は、弾性変形した
状態の変形保持部１４の板面が当接するように設けられており、弾性変形していない変形
保持部１４の板面に対して傾斜している。
【００３４】
　ここで、本実施形態のクランプ１０を用いた被取付部材３０への長尺部材２０の固定に
ついて説明する。
【００３５】
　図５に示すように、長尺部材２０をクランプ１０の収容部１３に挿入する。長尺部材２
０が変形保持部１４に接触すると、変形保持部１４は長尺部材２０の側面によって押され
る。これにより、変形保持部１４は外側に向かって弾性変形を開始する。長尺部材２０は
、弾性変形を開始した変形保持部１４によって保持され始める。
【００３６】
　図６、図７に示すように、長尺部材２０が収容部１３に完全に収容された状態では、弾
性変形した変形保持部１４は、板面が固定保持部１５に接触する。変形保持部１４は剛性
の高い固定保持部１５によって支持され、変形保持部１４は弾性変形が制限される。変形
保持部１４は、長尺部材２０と固定保持部１５に挟まれた状態で固定される。
【００３７】
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　弾性変形した変形保持部１４の板面は、固定保持部１５の低剛性部１６に接触する。変
形保持部１４から受ける面圧で低剛性部１６がつぶれることによる反力によって長尺部材
２０を保持することできる。変形保持部１４は長尺部材２０と固定保持部１５に挟まれて
クサビ効果を発揮し、長尺部材２０に対して大きな保持力を発生する。
【００３８】
　以上説明した本実施形態では、長尺部材２０が接触して弾性変形する変形保持部１４を
剛性が高い固定保持部１５で支持している。このため、変形保持部１４が塑性変形やクリ
ープ変形したしても、変形保持部１４による長尺部材２０の保持力が低下することを抑制
できる。
【００３９】
　また、本実施形態によれば、固定保持部１５における変形保持部１４が当接する部位に
低剛性部１６を設けることで、長尺部材２０の直径のバラツキを吸収可能となる。図８に
示す例では、図７に示す例に比べて長尺部材２０の直径が大きくなっている。図８に示す
ように、長尺部材２０の直径が大きくなっても、低剛性部１６の変形量が大きくなること
で長尺部材２０の寸法バラツキを吸収でき、長尺部材２０を確実に保持することが可能と
なる。
【００４０】
　また、本実施形態では、１つの変形保持部１４に対して複数の固定保持部１５を設けて
いる。これにより、固定保持部１５により変形保持部１４を効果的に支持することができ
、変形保持部１４による長尺部材２０の保持を安定させることができる。
【００４１】
　また、本実施形態では、１つの長尺部材２０を挟むように変形保持部１４と固定保持部
１５を２組設けている。これにより、一対の変形保持部１４によって長尺部材２０を両側
から安定して保持することができる。
【００４２】
　また、本実施形態では、低剛性部１６が弾性変形した変形保持部１４の板面に対応して
傾斜して設けられている。これにより、弾性変形によって変位した変形保持部１４の先端
側板面を低剛性部１６に適切に接触させることができ、接触面積を大きくすることができ
る。
【００４３】
　また、本実施形態では、変形保持部１４の板面が長尺部材２０の長手方向に沿って設け
られているため、変形保持部１４の板面が長尺部材２０の側面に当接する。このため、長
尺部材２０における変形保持部１４によって保持される部位の一部に曲げ加工などによっ
て直径が細くなっている部位があっても、長尺部材２０における他の部位によって充分な
保持力を得ることができる。
【００４４】
　また、本実施形態では、クランプ１０の各構成要素が一方向（つまり、図１の上下方向
）に形成されている。このため、クランプ１０を樹脂成形する際にアンダーカットが不要
であり、金型の抜き方向が１方向で成形できる。これにより、クランプ１０の製造工程が
複雑化することを抑制でき、安価に製造することが可能となる。
【００４５】
　（他の実施形態）
　本発明は上述の実施形態に限定されることなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で、
以下のように種々変形可能である。また、上記各実施形態に開示された手段は、実施可能
な範囲で適宜組み合わせてもよい。
【００４６】
　例えば、上記実施形態では、１つの変形保持部１４に対して２つの固定保持部１５が設
けられた例について説明したが、１つの変形保持部１４に対して１以上の固定保持部１５
が設けられていればよい。１つの変形保持部１４に対して３以上の固定保持部１５が設け
られていてもよい。
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【００４７】
　また、上記実施形態では、長尺部材２０を中心として２組の変形保持部１４および固定
保持部１５が設けられた例について説明したが、１つの長尺部材２０に対して１組以上の
変形保持部１４および固定保持部１５が設けられていればよい。
【００４８】
　また、上記実施形態では、低剛性部１６における変形保持部１４に対向する側を鋭角の
角部とした例について説明したが、低剛性部１６における変形保持部１４に対向する先端
側は鋭角でなくてもよく、若干丸まっていてもよい。
【００４９】
　また、上記実施形態では、固定保持部１５における変形保持部１４に対向する側の反対
側が収容部１３の壁面と接するようにしたが、必ずしも固定保持部１５における変形保持
部１４に対向する側の反対側が収容部１３の壁面と接していなくてもよい。
【符号の説明】
【００５０】
　１０　　クランプ
　１４　　変形保持部
　１５　　固定保持部
　１６　　低剛性部
　２０　　長尺部材
　３０　　被取付部材

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】
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